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平成１５年 ９月３０日 改定（深さ基準及び設置申請書の改訂） 
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１．取付ますの設置位置 

  取付ますの設置位置は官民境界付近であって、維持管理に支障なく公共下水道本管に近いところ

で、申請者の希望する位置とするが、原則として官民境界より１ｍ以内の民地内とする。しかし、

申請者の希望する位置が、地下埋設物、建物の構造、宅地と公道との位置関係等から技術的、経済

的に困難であると判断され、ほかに設置する場所がある場合は市と申請者が協議し、位置を変更す

ることができる。 

また、民地内に取付ますを設置する場所がない場合や、民地内に取付ますを設置することが技術

的、経済的に困難であると判断される場合は市と申請者が協議し、公道上に設置することができ

る。 

なお、特定事業場のうち直罰適用事業場の取付ますは、事業場排水を常時採取可能とするため、

公道上に設置することとする。 

  

 

２．取付ますの設置個数の基準 

２－１ 設置個数の原則 

管理負担の過剰な増加を抑制するため、取付ますの設置個数は原則として１戸につき１個とす

る。この場合の１戸とは便所、炊事場を備え独立の生計が可能な建物１棟をいう。ただし、申請

者と市が協議し、必要と認めたものに限り２個以上設置することができる。 

  賃貸による集合住宅（アパート、マンション、⾧屋等）は、各戸又は各部屋で独立した生計が

可能であっても、同一の権利者の所有による住宅は１棟を１戸とみなす。分譲による集合住宅で

それぞれの権利者が各戸で異なる場合は、市が認める場合、権利者ごとに１戸とみなすことがで

きる。ただし、分譲マンションは設置個数が過剰となるため、この限りではない。 

なお、建築基準法の規定により取付ますが必要である場合は、本基準で定める個数以上であっ

ても設置することができる。ただし、その要否については倉敷市建築指導課の判断によるものと

する。 

 

２－２ 建物、敷地の形態（構造）による取付ますの設置個数の基準 

（１）1 敷地に１戸の建物 

持家、借家、借地に関係なく１戸につき１個とする。 
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（２）１敷地に数戸の建物がある場合 

権利者の数にかかわらず、１戸につき１個設置できる。ただし、離れ、物置、住居と併設さ

れた店舗及び作業所など、独立の生計が営めない建物は１戸とみなさない。 

なお、このように１敷地に数戸の建物がある場合は共同使用の方が合理的である場合が多い

ので、できるだけ共同使用を図り、むやみに１戸につき 1 個を設置しないようにすること。 

（３）店舗、作業所及び事業所 

１敷地内に店舗、作業所、事業所だけがある場合、１戸につき１個とする。ただし、店舗、

作業所、事業所と併設された建物及び貸店舗数戸が１棟となっているものについては、１棟を

１戸とみなす。 

（４）開発行為（※） 

『開発行為による下水道排水施設の指導指針』による。 

（５）開発行為（※以外） 

公道に面している区画に限り、権利者の数にかかわらず１戸に１個設置することができる。 

※ 対象となる開発行為は以下の２つ 

・都市計画法第２９条の許可を必要とする開発行為 

 →開発許可が必要な開発行為はこれに当たる。 

（都市計画法第３２条の規定に基づく協議の対象となるもの） 

・建築基準法第４２条第１項第５号の指定を受ける道路、又はこれに類する道路を伴う 

開発行為 

→位置指定道路を伴う開発行為はこれに当たる。また、道路及びこれに埋設された下水

道本管を共に市へ移管する場合、この道路を位置指定道路に類するものとする。 

（都市計画法第３２条の規定に準ずる協議の対象となるもの） 

 

 

３．農地、空地等の取り扱い 

農地や空地等については原則として取付ますを設置しないが、宅地化の計画のあるものや要望の

あるものについては設置できる。ただし、供用開始後の取付ます設置や、設置後の移設、改造及び

撤去は申請者の費用負担となるため、取付ますの要否、設置時期について十分検討すること（費用

負担の詳細は、「４．設置費負担」を参照）。 
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４．設置費負担 

（１）共 通 

取付管及び取付ますの設置費用は、「２．取付ますの設置個数の基準」において設置可能とな

るもののうち１個を市が負担し、２個以上設置する場合の設置費用は申請者の負担とする。た

だし、以下の（ア）～（オ）いずれかに該当する場合は、全ての取付管及び取付ますの設置費

用を申請者の負担とする。ただし、申請者負担であっても「２．取付ますの設置個数の基準」

を準拠すること。 

※（イ）、（ウ）については令和７年１１月１日より、（エ）、（オ）については令和８年４月１日

より適用する。 

（ア） 事業計画区域外に取付ますを設置する。 

（補足） 事業計画区域外からの排水を目的とする場合、取付ますの設置には、倉敷市下水

道条例第２３条の規定による公共下水道特別使用許可及び分担金の納付が必要。 

（イ） 取付ますの設置が、都市計画法第２９条の許可を必要とする開発行為の開発区域から

の排水を目的とする。 

（補足） 開発許可が必要な開発行為はこれに該当する。（都市計画法第３２条の規定に基づ

く協議の対象となるもの） 

（ウ） 取付ますの設置が、建築基準法第４２条第１項第５号の指定を受ける道路、又はこれ

に類する道路を伴う開発行為の開発区域からの排水を目的とする。 

（補足） 位置指定道路を伴う開発行為はこれに該当する。また、道路及びこれに埋設され

た下水道本管を共に市へ移管する場合、この道路を位置指定道路に類するものとす

る。（都市計画法第３２条の規定に準ずる協議の対象となるもの） 

（エ） 既に供用開始区域である位置に取付ますを設置する。 

（補足） 供用開始区域とは下水道法第９条に基づく供用開始が公示されている区域であ

る。 

（オ） 汚水排水の予定がない。 

 

（２）その他の申請者負担 

市が設置費を負担する場合の取付ます設置についても、申請者の費用負担による施工は可能

である（市の整備期間が待てない等）。 

また、取付管及び取付ますの移設、改造及び撤去の費用は、申請者の負担とする。 
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（３）市負担の個数制限 

「（１）共通」の他、市負担とする取付管及び取付ますの個数を以下のとおりとする。 

※（ア）については令和７年１０月３１日まで、（イ）については令和７年１１月１日より適用

する。 

 （ア） 「４．設置費負担（１）共 通（ア）～（オ）」のいずれにも該当しない開発行為の場

合、１戸に当たり１個を市が負担する。ただし、１戸ごとの敷地に合わせた土地の登記

がされていない（分筆がされていない）場合、１つの開発区域につき１個を市が負担す

る。 

 （イ） 排水元が自己の居住の用に供する建築物以外の場合、敷地全体に対して１個を市が負

担する。ただし、対象の土地全体に既設取付ます（※）が１個でも存在する場合、市負

担での追加設置はしない。 

 ※自己の居住の用に供する建築物を排水元とする取付ますは対象外 

 

 

５．市街化調整区域の取り扱い 

  市街化調整区域での取付ます設置の取り扱いは、以下のとおり。 

（１）事業計画区域が市街化区域と市街化調整区域の境界の沿線（図１－Ａ）、 

又は市街化調整区域の下水道幹線の沿線に設定されている場合（図１－Ｂ） 

  下記の条件を全て満たす場合に限り、原則として市が設置費用を負担する。 

   （ア） 「４．設置費負担」において、市が設置費用を負担するもの。 

（イ） 新たに本管及びサービス管を敷設する必要がない。 

（補足） 本管が深く、取付管の接合に特殊な工法を必要とする場合は条件を満たさない。

ただし、マンホールへの取付管の接合が可能である場合は条件を満たす。 

（ウ） 取付管延⾧が、１２ｍ以内である。 

（補足） 取付管の標準内径１００㎜の１２０倍を算出根拠としているが、他の内径について

も延長条件は変更しない。道路内で取付管を曲折させる場合、点検口を設け、取付管

との中心交角を９０°以上にすること。取付管の配置は排水先下水道本管の延長施工

等に支障のないものとすること。 
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図１－Ａ 

図１－Ｂ 
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  （２）『（１）以外』の場合 

原則として「４．設置費負担」のとおりとし、必要に応じてサービス管等の敷設も併せて行

う。ただし、サービス管等を敷設する前の条件で宅地化が可能な場合に限る。（「サービス管等

を設置することで農地転用が可能となる。」等の場合は、取付管及びサービス管等を設置しな

い。） 
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６．取付ますの設置に必要な手続き 

  取付ます設置の一般的な手続きの流れは、以下のとおり。ただし、下記は下水道に関するもので

あり、工事に伴い必要な各種申請（道路使用、道路占用、河川占用等）は別途行うこと。 

（１）「４．設置費負担」において市の費用負担となるもの 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者 市（下水建設課） 

申請書の提出 

取付ます設置 

図２ 
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（２）「４．設置費負担」において申請者の費用負担となるもの 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．取付ますの移設・改造・撤去に必要な手続き 

（１）申請の要否 

  下水建設課への申請が必要となる行為は以下のとおり。 

   ・取付管及び取付ますの高さ、深さ、位置の変更 

   ・取付管及び取付ますの撤去 

   ・取付管及び取付ますの自己都合による交換 

  下水建設課へ申請が不要な行為は以下のとおり。 

   ・取付ますと排水設備の接続 

  なお、ここにない行為を行う場合は、下水建設課へ確認すること。 

  ※ただし、排水設備の新設、移設、改造、撤去等を行う場合、手続きの要否について下水普

及課へ確認すること。 

 

申請者 市（下水建設課） 

申請書の提出 

許可の通知 

取付ます設置 

検査 

必要書類の提出 

権利の移管 
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（２）手続きのながれ 

  取付ますの移設等の一般的な手続きの流れは、以下のとおり。ただし、下記は下水道に関す

るものであり、工事に伴い必要な各種申請（道路使用、道路占用、河川占用等）は別途行うこ

と。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．その他 

この設置基準で定めるもののほか、取付ますの設置に関し必要な事項は、倉敷市下水道事業管理

者が別に定める。 

  

申請者 市（下水建設課） 

申請書の提出 

許可の通知 

移設・改造・撤去 

検査 

必要書類の提出 

権利の移管 
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９．用語の定義 

 この基準において、次に掲げる用語の定義は以下に定めるところによる。 

（１）取付ます 

汚水を公共下水道の本管に流すために設置する管理用汚水ます。 

（２）取付管 

取付ますと下水道本管を接続する排水管。 

（３）排水設備 

  下水道法第１０条に定めるもの。排出される汚水を公共下水道へ流すために敷地内に設置される

設備。 

（４）申請者 

取付管及び取付ますの設置を希望し、市に申請する者。 

（５）開発行為 

  「都市計画法に基づく開発許可申請の手引き 岡山県土木部都市局建築指導課 他」における「開

発行為」に当たるもの（土地の区画形質の変更）。該当例は以下のとおり。 

  

区画の変更 （例）水路、道路等を付替える。 

道路、河川、水路など公共施設の新設、付替又は廃止により、一団の土地利用形態を物理的に

変更すること。なお、単なる分合筆等の権利区画だけの変更はこれに該当しない。 

形の変更  （例）盛土などを行う。 

一定の基準以上の切土、盛土を行う造成行為。（地盤高変更が３０ｃｍを超える、のり起しをす

る場合で擁壁高が１ｍを超える等） 

 質の変更  （例）農地を宅地にする。 

宅地以外の土地を宅地又は特定工作物の用に供する土地とする行為。 

（６）開発区域 

  開発行為（土地の区画形質の変更）を行う区域（必ずしも筆単位ではない）。 
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（７）敷地 

一体的に使用、所有、開発行為、販売、賃貸等を行う土地の単位。申請者が使用等を行う土地が

複数隣接する場合、使用目的が異なっていたとしても、申請者が同一となる場合は隣接する土地全

てを一体として１つの敷地とみなす（必ずしも筆単位や所有権判断ではない）。 

（８）事業計画区域 

  概ね５～７年の間に公共下水道の整備が可能な区域。 

（９）供用開始区域 

  下水道法第９条に基づく供用開始が公示されている区域。 

（１０）サービス管 

  取付管の施工を容易にすることを目的に、下水道本管より浅い位置に設置するもの。既設下水道

本管が深く、取付管の施工が困難な場合に設置する。 

（１１）権利の移管 

  取付ます及び取付管の所有権が、申請者から倉敷市に移転すること。 

（１２）自己の居住 

  取付ます設置の申請者が、排水元となる建築物を自らの生活の本拠として使用すること。なお、

この場合の申請者は自然人に限り、法人は該当しない。 

（１３）自己の業務 

  取付ます設置の申請者が、排水元となる建築物内において継続的に自己の業務に係る経済活動が

行われること。なお、分譲、販売又は賃貸のための住宅の建設又は宅地の造成は該当しない。 

 


